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               論   文   の   要   旨 
 
本論文は、ベトナムの水環境汚染を解決するために、多様なステークホルダーがマスメディアを介し
てどのように協力関係を構築してきたかを明らかにしたものである。ベトナムにおいては、経済の自由
化を推奨するドイモイ政策が 1980年代に導入されて以降、次第に工業化が進み、工業特区が設置されて
多くの外資系企業が生産活動を開始した。2000 年以降、工業排水による水質汚染が顕在化するようにな
り、特に漁師の多い地域においては、漁業資源への多大な損失が問題に取り上げられてきた。 
 この問題に関して、本論文で著者は３つの重要な事例を取り上げた。第１は、工業排水による水質汚
染へのベトナム政府と企業の対応として、国連環境計画が推奨するクリーナー・プロダクション事業の
導入についてである。この事例では、台湾に輸出するために作られた製紙工場が、設立当初は排水を垂
れ流していたのに対し、クリーナー・プロダクション事業の導入以後、大幅に問題を解決した。この過
程で、テレビや新聞の報道が企業の事業推進へのコミットメントの高さに大きく影響を与えたことが明
らかになった。また、ベトナムのメディアは、幾つかの水質汚染に関するレポートを政府の関連機関に
提出し、それが元で行政の対応が改善した点も明らかにした。 
 第２の事例で著者は、食品化学関連企業の排水が漁業に与えた影響を考察した。このケースでは、ヴ
ェダン会社と呼ばれる食品化学工場からの排水が深刻な公害として指摘されていたにも関わらず、企業
と政府は当初抜本的な対策を怠った。しかし、報道によって全国的に知らされ、購買ボイコット運動が
展開すると、企業と行政は速やかに補償への対応をした。つまり、メディアと住民の連携が全国的な運
動へと展開し、行政や企業を突き動かしたことが明らかになった。 
 第３の事例で著者は、台湾のステンレス製造会社であるフォアモサが、昨年大量の排水を無処理で流
したことで魚が大量死した問題を考察した。ここでは、近年作成された環境問題専門のテレビプログラ
ムが、市民によるビデオやソーシャルメディアを駆使し、積極的にこの問題を全国レベルで報道し、そ
れがきっかけとなり非常に大きな全国的反対運動へと発展した。さらには、国際的にもよく知られる問
題となったが、こうした背景にはこのテレビ局の洗練した報道スタイルが要因としてあげられる。この
ことから、過去 15年間でベトナムのメディアの環境問題に対するコミットメント、報道手段の向上につ
いて歴史的な変遷がよく理解できる内容となっている。 
 
               審   査   の   要   旨 
 
本論文において著者は、持続環境学の理解を高める上で、次の３点において独自の貢献をしている。
（１）ベトナムの産業化を推進するドイモイ政策は、一定の経済効果を得たものの、副産物として各地
の河川・海岸で水質汚染問題を引き起こしてきた。この問題を、これまでは「企業対住民」など、二者
間の構図で研究するものが多かったが、多数のステークホルダーが関連していることに焦点をおき、そ
こにメディアがどのように関わってきたのかを明らかにした。これまで、ベトナムのメディアとステー
クホルダーとの関係についての研究はほぼ皆無であり、環境史研究において重要な事例研究を提供した
と評価される。（２）水質汚染の問題について、テレビや新聞、雑誌などのマスメディアがどのように
関わってきたのかについては、特にベトナムにおいては全く明らかになっていなかった。本論文で著者
は、近年の環境問題報道に関わる３つの、先行研究のない事例研究を取り上げ、政府・住民・企業の複
雑な関係を解明することができた。また、そこに近年、メディアが政府との協力体制を強めながら、よ
り有用な役割を果たしてきたことを明らかにした。（３）持続可能な開発と水環境保全を実現するには、
メディアによる環境教育とメティアを通したステークホルダー間の対話が重要であることが、ベトナム
の環境問題対策において主張されている。ベトナムでは、政府の主導でメディアの活動が行われており、
この国独自の制限の中で、メディアを通した環境教育・対話の可能性について具体的に提言することが
できた点は、高く評価される。 
 平成 29 年 1 月 12 日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最終
試験を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結果、審査
委員全員によって合格と判定された。 
 よって、著者は博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 
